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１．はじめに 

 

福山都市圏では、渋滞緩和による地球温暖化防止を目

的に、その支援施策の1つとして、小学校教育と連携し

た学校ＴＦＰ（トラベル・フィードバック・プログラム）

を環境学習に導入している1）2）。 

学校ＴＦＰの導入にあたっては、モデル校における 3

年間の実践を通じて小学校及び関係機関との協議を重ね、

全3回の学習プログラムとして「学校ＴＦＰパッケージ」

を作成した（図-1）。この学校ＴＦＰの実施により、保

護者への持続的な行動変容を促すことが可能であり、交

通問題の解決に向けて習慣となっているクルマ利用を自

発的に見直してもらうきっかけとして有効であることを

確認した。さらに、「総合的な学習」との連携により｢公

共意識、社会意識の醸成｣などの児童の教育的効果も期待

できることから、福山市の教育委員会を通じた学校ＴＦ

Ｐの導入実績は現在4校まで拡大している3）。 

本格導入後の学校ＴＦＰの取り組みは、標準パッケー

ジを基本としながらも、そこに環境教育の狙いに応じた

それぞれの学校独自の工夫が加えられ、環境学習を通じ

た児童の主体性の育成と保護者・地域への情報発信を主

眼とした取り組みへと発展的に継続している。 

これらの学校ＴＦＰの発展継続によって期待される効

果は、「児童の教育的効果の促進⇒保護者の行動変容⇒

地域の環境,交通問題解決への寄与⇒効果の実感がさら

なる児童の教育的効果を促進」という正の循環的な実践

効果である。つまり、児童の教育的効果をより高めるこ

とは、保護者の行動変容をさらに増大させ、地域の問題

解決への寄与をより深めるといった、学校ＴＦＰの実践

効果を促進するスパイラルアップへと繋がっていくもの

と考えられる（図-2）。 

そこで本稿では、福山都市圏におけるスパイラルアッ

プに向け発展継続した学校ＴＦＰの取り組み内容とその

成果について、①環境学習での学校ＴＦＰパッケージの

浸透と学校独自の取り組みの融合 ②児童のバス乗車体験

等を通じた地域課題の理解による具体的な実践プランの

提案 ③保護者へのプラン提案に加え、児童の発意による

地域への情報発信の取り組み の3点を中心に報告する。 
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図-1 福山都市圏における学校ＴＦＰパッケージ 
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２.学校教育と融合した学校ＴＦＰの取り組み 

 

（１）福山都市圏におけるＴＦＰ実施校 

学校ＴＦＰは現在、駅家西小学校・旭丘小学校・東村

小学校・内海小学校の福山市内4校の「総合的な学習の

時間」内で5年生を対象として実施されている（表-1）。 

本格導入前は、学校ＴＦＰ終了後のフォローアップを

継続させるために、道路行政が積極的に授業に関与して

いたが、学校ＴＦＰが各学校の教育カリキュラムとして

導入されたことで、学校独自の取り組みとの融合や、学

校主体による継続的なフォローアップが図られることと

なった。 

 

（２）学校独自の取り組みとの融合 

学校独自の取り組みとしては、従来の学校ＴＦＰパッ

ケージに、児童が環境・交通問題をより身近に捉え地域

に関する関心を育むことを狙いとした授業が加えられた。

具体的には、バスの乗車体験、バス利用者・事業者への

インタビュー調査、バス利用促進に向けた提言書やポス

ター作成、バスへの愛着を育むための未来のバスの絵や

詩の作成、環境新聞作成などが挙げられる。その学習成

果は、「全国オムニバスサミットinふくやま」において、

保護者や地域に向けて発表している（図-3～6）。 

 

（３）駅家西小学校における取り組み 

特に駅家西小学校では「総合的な学習」の授業と連携

して、社会科の授業でも車社会の課題に関する学習を実

施したり、夏休み中に家庭内でのバス利用を宿題とした

りするような関連学科との連携した取り組みが見られて

いる。この学習成果は学校ＴＦＰにも反映させ、児童の

教育的効果の向上を促す結果となった。 

さらに、学校ＴＦＰを実施した5年生だけでなく、全

学年において環境をテーマとした一連の教育カリキュラ

ムが導入されており、継続した環境学習が実現している。 

なお、この駅家西小学校の一連の環境学習の取り組み

は、「地球温暖化防止活動環境大臣表彰」を受賞した。 

 

表-1 学校ＴＦＰの実施概要（Ｈ21） 

図-3 学校ＴＦＰと学校教育の融合による 
授業プログラム 

学校ＴＦＰパッケージ 学校独自の取り組み 

対象校
児童数
(5年生)

学校ＴＦＰ
学校独自の
取り組み

主な実施内容
バス学習

ｻﾐｯﾄでの発表

駅家西小 57名 ○ ○
バス乗車体験
提言書作成

口頭，パネル

旭丘小 56名 ○ ○
バス乗車体験
夢のバスの詩

口頭，パネル

東村小 12名 ○ ○ 環境新聞 パネル

内海小 14名 ○ － －

保護者に向けた行動プランの作成 バスの乗車体験 バス利用者インタビュー調査 バス利用促進案の提案 

事業者へのポスター掲示の依頼 バス事業者へ提言書の提出 バス車内へのポスター掲示 全国ｵﾑﾆﾊﾞｽｻﾐｯﾄにおける学習成果発表

図-4 学校独自の取り組みとの融合（授業の様子）



 

 

図-5 バス事業者へのバス利用者増加のための提案（駅家西小） 
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３.児童の教育的効果 

 

（１）バス乗車体験効果 

バス乗車体験、バス利用者・事業者に対するインタビ

ュー後の児童の感想文の分類結果を図-7・表-2に示す。 

バス乗車体験前まではバスの乗車経験のない児童が多

く、体験授業を通じてバスの乗車方法を理解し、約 6 割

が自ら進んで「日常的なバスの利用を心がける」という

姿勢へと変化している。さらに、バスの利便性を理解し

たことで、約3割は「身近な人へのバス利用を呼びかけ」

を行なう意志も示された。このほかにも、実際の乗車体

験によりバスを利用する際の課題に気づき、約6割が「バ

スの段差を無くすべき」などバスの利用環境に関する改

善要望を挙げており、様々な立場からバスの利用環境を

考える意識を形成する結果となった。 

バスの利便性や課題、相手の立場にたったバスの利用

促進方法を考えることは、学校ＴＦＰでの保護者に向け

たマイカー代替案（行動変容プラン）の提案において、

最寄りのバス停やそのルートを踏まえた具体性のある実

践プランを作成することに繋がった。 

また、乗車体験によりバス利用者の減少の実態を知っ

た児童は、主体的に「バス利用者増加に向けた提言集」

やバス利用を呼びかける「環境ポスター」を作成した。

この成果は、バス事業者へ贈呈、バス車両内および地域

の商業・医療施設でのポスター掲示など地域への提案に

繋がった。 

以上の児童のバス乗車体験等を通じた地域課題の理解

を促すプロセスにより、「相手の立場に立つ」という体

験効果が得られ、保護者へのより具体性のある実践プラ

ンの提案および交通事業者や地域への提言へと繋がった。 

 

（２）児童の教育的効果の変化 

学校ＴＦＰ実施による児童の教育的変化について、保

護者へのアンケート調査結果から見てみると、「公共・

社会意識の醸成」が 9 割以上、「家庭・地域とのコミュ

ニケーションの増加」が 6 割、「自ら考える力・取り組

み姿勢の育成」が2割以上となっている（図-8）。 

この結果を過年度の結果と比較すると、「公共・社会

意識の醸成」に対する評価は例年と同様に高い傾向にあ

るが、「家庭・地域とのコミュニケーションの増加」と

「自ら考える力・取り組み姿勢の育成」の評価がより高

まっている点に特徴がある。 

以上より、学校ＴＦＰとバス体験乗車等の学校教育と

の融合は、児童の主体性を育成する教育的効果の促進に

寄与することを確認した。 

 

 

 

図-7 バス乗車体験の感想文（駅家西小） 

図-8 ＴＦＰ実施による児童の変化（駅家西小） 

分類 代表的な感想文

日常的なバス利用
遠くに行くときや用事があると主にバスを使
う

環境にやさしい生活の心がけ
私たちも、ECOバックやMYお茶など持ち歩
こうと思った

身近な人へバス利用の呼びかけ
お母さんやお父さんにバスで行ってみてと
頼む

バスの利用環境の改善要望
バスの階段が高くて、困っているお年寄りを
見たので、階段を低くしてもらいたい

表-2 代表的な感想文（駅家西小） 

図-9 保護者の行動変容状況（駅家西小） 
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４.保護者・地域の変化 

 

（１）保護者の行動変容 

図-9に、これまでの学校ＴＦＰ実施後保護者の行動変

容者数を示す。学校ＴＦＰ実施後3～4ヵ月時点で、事後

の9人から13人の保護者が継続あるいは新たに行動変容

しており、過去の実績と同様に 2 次効果の発現が確認で

きた。 

2 次効果が発現した理由としては、体験型授業や学習

成果の発表機会などによる家庭内でのバスに関するコミ

ュニケーション機会の増加や、体系的な授業により形成

された児童の高い環境・交通意識に基づくマイカー利用

抑制の呼びかけ機会の増加、マイカー利用代替案の具体

化などが挙げられる。さらに駅家西小学校では他学年も

含めた学校全体の環境教育カリキュラムを実施している

ことから、今後も長期的な実践効果の継続が期待できる。 

 

（２）保護者・地域への情報発信 

これらの学習成果は、学校内の学習発表会の場で学習

発表会において保護者に向け発表された。 

また、児童の発意により、地域の商業・医療施設にバ

スの利用を呼びかける「環境ポスター」の掲示や、「バ

ス利用者増加のための提言書」のバス事業者への贈呈が

実施された。さらに、最終的には全国オムニバスサミッ

トにおいてバス事業者・地域へ向けて発表され、特に児

童自らがまとめた「バス利用者増加のための提言」はバ

ス事業者に好評を博した。 

このように、児童の環境・交通問題に主体的に取り組

む姿勢が地域への積極的な情報発信に繋がった（表-3）。 

 

５.まとめと今後の課題 

 

（１）まとめ 

①各学校の環境学習に本格導入された学校ＴＦＰは、標

準パッケージを基本としながらも、そこに環境教育の

狙いに応じたそれぞれの学校独自の工夫が加えられ、

児童の主体性の育成を主眼とした教育カリキュラムの

中で実践された。このような学校教育との融合は、学

校主体の取り組みへと変化し、道路行政側の関与が最

小限となっても、発展的な継続が可能となることを確

認した。 

②児童のバス乗車体験やインタビュー調査を通じた地域

課題の理解は、「相手の立場に立つ」という体験効果

を促進させ、児童の主体性の育成と保護者への具体的

な実践プランの提案に繋がることを確認した。 

③児童の主体性を継続的に育むこれらの取り組みは、保

護者の行動変容の継続効果を促進させるとともに、児

童主体による地域への積極的な情報発信に繋がること

を確認した。 

④以上から、児童の教育的効果をより高めることが、保

護者の行動変容をさらに増大させ、地域の問題解決へ

の寄与をより深めるといった、学校ＴＦＰの実践効果

を効果的に促進するスパイラルアップに繋がることを

報告した。 

 

（２）今後の課題 

①今後、さらなるスパイラルアップに向け、教育カリキ

ュラムと融合した学校ＴＦＰによる保護者の行動変容

の継続効果の確認が必要となる。また、地域の問題解

決への寄与についてフォローアップし、その検証方法

の確立とともに、保護者や児童に適切にフィードバッ

クしていく仕組みづくりが求められてくる。 

②さらに、地域全体の交通問題解決に向けて、他の学校

ＴＦＰや企業・居住地ＴＦＰと連携し、都市圏全体の

一体的な取り組みとしての継続を拡大させていくこと

が重要である。 
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表-3 保護者・地域への情報発信 

情報発信内容 ツール・機会 発信先

マイカー利用抑制
の呼びかけ

具体的な行動プランの実践依頼 保護者

バス利用の呼びか
け

環境ポスターの掲示
（商業・医療施設、バス車両内）

地域・バス事業者

提言書の贈呈 バス事業者

全国オムニバスサミット 地域・バス事業者

未来のバスの詩・絵

全国オムニバスサミット

環境新聞

全国オムニバスサミット

学習発表会

全国オムニバスサミット

バス利用者促進の
ための具体案

授業成果
保護者・
地域・バス事業者

バスへの愛着を育
むためのメッセージ

バス事業者

身近な環境問題 バス事業者


